
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

※これまでの認知報告書に相当するもの 

いじめ重大事態に関する国への報告までの流れ【市町村立学校】 

※令和５年４月１日から 

 

市町村立学校 

市町村長 

〔市町村教育委員会を経由〕 

 

県知事 

〔県教育委員会（教育事務所）を経由〕 

 

文部科学省 

 

①様式１ 

（発生報告） 

 

 

②様式２ 

（調査開始報告） 

別添資料 

③調査報告書 

※これまでと 

変更なし 

 

 

 

①様式１ 

（発生報告） 

②様式２ 

（調査開始報告） 

③調査報告書 

※これまでと 

変更なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

①様式１ 

（発生報告） 

②様式２ 

（調査開始報告） 

 ③調査報告書 

 

 

 

 

 

 

※令和５年３月３１日 

までの流れ 

【いじめ防止対策推進法】（抜粋） 
第２８条：学校の設置者又はその設置する学校は、（中略）「重大事態」に対処し、及び当該重大事
態と同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校
の下に組織を設け、（中略）当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとす
る 

第３０条：地方公共団体が設置する学校は、第二十八条第一項各号に掲げる場合には、当該地方公
共団体の教育委員会を通じて、重大事態が発生した旨を、当該地方公共団体の長に報告しなけれ
ばならない。 

【いじめ防止等のための基本的な方針】（抜粋）第２ ４重大事態への対処 （１） ② 調査結果に
ついては、（中略）公立学校に係る調査結果は当該地方公共団体の長に、（中略）報告する。 

市町村長 

〔市町村教育委員会

を経由〕 

 

市町村立学校 
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報告書 
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県知事 

〔県教育委員会（教育 

事務所）を経由〕 
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